
 

 

 第 １ 章 浴 風 会 事 業 報 告（概要） 

 

浴風会創立 100 周年を迎えるとともに、令和 7 年度から 11 年度を期間として策定

した「第２期中期事業計画」の初年度に当たり、これからの 100 年に向けて事業展

開を図ることとし、令和 7 年度事業計画においては、在宅医療体制の整備や地域サー

ビス部門の強化・充実等による地域の福祉・医療ニーズへの対応、認知症の本人・

家族等への良質かつ適切なサービス提供体制の充実強化等を推進する基本方針を定

め、事業運営に取り組んだ。 

利用者の新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等の感染は、本年度も断続

的に発生し、施設利用者数や入院患者数に影響を及ぼした。また、燃料費や食糧費

をはじめとする物価高の影響のほか、施設設備の経年劣化への対応の影響、病院や

老健くぬぎにおける借入金償還の開始の影響等によって法人財政は厳しい状況に

あった。こうした状況下において、各事業部門においては、目標利用率の達成や経

費節減等に努力するとともに、国の緊急的な補助事業の積極的な活用等を行い、令

和 7 年度の事業活動の収支はプラスを維持した。 

 

【創立 100 周年記念事業の実施】 

浴風会は、令和 7 年 1 月 15 日に創立 100 周年を迎えるに当たり、令和 5 年度か

ら 7 年度にかけて、次のとおり創立 100 周年記念事業を実施した。  

１ 100 周年記念誌の発行 

  令和 7 年 4 月 10 日に、記念誌「浴風会百年の歩み」を発行した。発行に当たっ

て、憲仁親王妃久子殿下からのおことばを賜った。また、福岡資麿厚生労働大臣、

山口真東京都福祉局長、岸本聡子杉並区長からの祝辞をいただいた。 

 

２ 創立 100 周年記念事業式典の開催 

  令和 7 年 4 月 24 日に、当会のコミュニティホールにおいて、「創立 100 周年記

念事業式典」を開催した。式典においては、憲仁親王妃久子殿下のご臨席を仰ぐ

とともに、お祝いのおことばを賜った。また、福岡資麿厚生労働大臣代理伊原和

人厚生労働事務次官、小池百合子東京都知事、岸本聡子杉並区長にご出席いただ



 

き、祝辞をいただいた。 

  式典においては、浴風会に対するボランティア活動等様々なお力添えをいただ

いた 28 名の方々に感謝状の贈呈を行った。 

 

３ 創立 100 周年記念事業支援募金 

  令和 5 年 12 月 15 日から創立 100 周年記念事業支援募金を募集し、令和 8 年 4

月 16 日までの間に、277 の個人・法人の方々から、合計 19,565 千円のご寄付を

いただいた。当該寄付金については、地域の方々を含む多くの方々に還元できる

よう、構内のベンチや礼拝堂内外の補修、中庭池の清掃等に活用するなど引続き

有効活用を行っている。活用状況については、順次当会ホームページにおいて公

開している。 

 

【重点事項】 

１ 着実な事業実施のための経営基盤づくり 

物価高騰等の厳しい社会経済情勢の中で、財政の健全化に向け、各事業部門に

おいては、目標利用率の達成や経費節減等に努力した。しかしながら、新型コロ

ナウイルス感染症等の感染が断続的に発生し、施設利用者数や入院患者数に影響

を及ぼすとともに、物価の高騰、施設設備の経年劣化への対応、病院や老健くぬ

ぎにおける借入金償還の影響等により法人財政は厳しい状況にあった。 

年度末決算においては、各事業部門の積立金等の本部への移管を開始し、法人

全体の経営基盤の強化・効率化を図ることとした。 

（1） 法人機能の充実 

社会福祉法人制度改革を受けて、経営組織のガバナンスの強化、事業運営の

透明性の向上、地域公益事業の積極的な展開等に取り組んだ。  

ア 法人組織の活性化とコンプライアンスの徹底 

経営企画会議、幹部連絡会議、部課長連絡会議等の諸会議を通じて、経営    

方針や業務における留意事項（個人情報保護等）等に関する共通認識化を図っ

た。 

また、事業本部（保健衛生業務調整、栄養業務調整、相談業務調整、リハ

ビリテーション業務調整）の取組みにより、職種別に当該業務に関する連絡



 

調整を図り、業務の円滑化、リスク管理に努めるなどして、第一線の現場業

務の質の向上に努めた。 

イ 人材確保対策の推進（外国人・障害者雇用） 

社会福祉士、介護福祉士等の養成を行う全国の大学、専門学校、高校に対

して、パンフレット、求人票等を送付するとともに、実習生受入実績校へ訪

問して学生紹介の依頼を行った。更に、ホームページ求人サイトからの採用

募集や人材派遣会社の活用など、継続的に採用活動を実施した。  

外国人雇用については、関係団体とも調整して進めた結果、令和 8 年 4 月

1 日現在ミャンマー連邦共和国より 33 名、ベトナム社会主義共和国より 3 名、

インドネシア共和国より 3 名の計 39 名を特定技能 1 号実習生として受入れ、

介護老人福祉施設及び老人保健施設で実習勤務を行っている。  

障害者雇用については、幹部連絡会議等においてその趣旨及び浴風会の現

状を説明し、法定雇用率の達成に努めた。その結果、今年度は法定雇用率

（2.5％）を上回る 2.6％という結果となった。 

ウ 効果的な広報活動の推進 

ホームページの活用を通じ、各事業の活動状況や事業報告、財務諸表等の

情報を迅速、かつ適切に発信した。併せて、浴風会誌や各施設・病院が発行

する広報誌を通じ、広報・情報公開の徹底を図った。  

（2） 堅実な財務運営基盤の形成 

ア 適切な目標設定と目標利用率達成の努力 

  目標利用率達成のために、老人福祉事業においては行政措置担当者が出席

する会議への積極的な参加等を通じて、入所待機者の状況確認等に努めた。 

介護保険事業においては、毎月「介護老人福祉施設入所検討委員会」を開

催し、透明性・公平性を確保した迅速な入所に努めた。感染症の影響や退所

者が例年よりも多い施設もあり、入所者の確保が思うように進まず、目標利

用率に達することができなかった。 

病院においては、近隣の医療機関、福祉関係施設等への空床情報の提供や

転院調整システムの導入等により入院患者の増加に努めた。 

居宅介護支援や訪問介護においては、職員体制の強化や AI システムの導入

による業務の効率化等を図り、利用者の増加に努めた。 



 

イ 予算執行管理の徹底とコスト意識の向上 

  物価高騰等の厳しい社会経済情勢の中で、各事業部門においては、コスト

意識を持って、節電や可能な経費の節約の工夫等に努めた。 

ウ 病院及び老健くぬぎの経営基盤の安定化 

（ア） 病 院 

診療報酬について、経営刷新検討チームの検討の下で施設基準の上位取

得、新たな各種加算の取得等を進めた。こうした努力により、入院・外来

ともに、前年度実績を上回った。また、在宅医療については、特に訪問看

護、訪問リハビリテーションにおいて、予算目標や前年度実績を上回った。

当年度の収支差額においてはマイナスが生じたが、国の緊急的な補助事業

も活用し、前年度の収支差額と比較すると改善が図られた。借入金償還の

開始等により厳しい状況にあるが、引続き経営基盤の安定化に努める。 

（イ） 老健くぬぎ 

入所利用率の向上による経営改善に努めたが、新型コロナウイルス感染

症及びインフルエンザの発生、入院による退所者の増加、近隣特養への早

期退所等により、年間利用率は予算目標を下回った。また、通所リハビリ

テーションについても入院や体調不良によるキャンセルの増加等により、

利用率が伸び悩んだ。さらに、借入金償還の開始等により厳しい状況にあ

るが、引続きサービス内容や送迎範囲の見直し・改善等を図り、経営基盤

の安定化に努める。  

（3） AI・ICT 機器やデータの活用（DX）による業務の効率化と軽減 

介護保険事業においては、ICT 通信環境を利用した見守り支援機器等の定

着・活用を進めるとともに、AI 等を活用した勤務表作成支援ソフトの導入等に

より、生産性の向上（業務負担軽減等）に努めた。 

病院においては、転院調整システム（患者紹介ポータル）や健診予約システ

ムの導入を行い、入院患者等の増加に努めた。 

居宅介護支援事業においては、AI を活用したケアプラン原案作成システムを

導入し、生産性の向上（業務負担軽減等）に努めた。  

（4） 大規模災害への対策の徹底 

今年度の総合防災訓練においては、近隣町内会との合同で「水消火器を使用



 

した的当訓練」「煙体験ハウス」を実施するなど工夫を凝らした訓練を行った。 

また、病院においては、杉並区から医療救護所としての指定を受け、災害訓

練を実施するとともに、杉並区西部地域災害医療連携会議、杉並区災害医療運

営連絡協議会へ参加し、区内関係機関との情報共有を図った。  

さらに、各施設においては、毎月それぞれに必要な防災訓練を実施するとと

もに、災害時の職員確保策に着目したＢＣＰ（事業継続計画）の見直しや災害

備蓄品等の点検・更新等を行った。 

（5） 認知症介護の研究・研修の推進、認知症疾患医療センターの充実 

認知症介護研究・研修東京センターにおいては、令和 6（2024）年１月に施

行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」を踏まえて、共生

社会の実現に寄与しうる各種研究・研修事業に取り組んだ。 

研究・開発事業においては、認知症施策の推進に資するために、認知症ケア

の質の向上に資する研究及び共生社会の実現を推進するための研究の 2 領域に

焦点をあて、11 テーマに関する研究を実施した。 

研修事業においては、認知症介護指導者養成研修を 3 回実施し、同フォロー

アップ研修を１回実施するとともに、認知症地域支援推進員研修について新任

者研修を 7 回（オンライン 5 回、集合 2 回）、同現任者研修を 7 回（オンライン

5 回、集合 2 回）の計 14 回実施した 

また、病院の認知症疾患医療センターにおいては、運営協議会をリモート形

式で開催するとともに、東京都指定の「かかりつけ医認知症研修」及び「看護

師認知症対応力向上研修」をオンデマンド形式とリモート形式で開催した。ま

た、地域連携の推進に向けて、杉並区西部初期集中支援チーム情報交換会を当

センター主催で開催した。 

 

２ 利用者中心のサービスの提供 

（1） サービスの質的向上及びリスクマネジメントの徹底 

（2） 自立支援・重度化防止に資するサービスの推進 

上記（1）（2）の対応として、老人福祉事業においては、年 1 回利用者と面談

の上、個別支援サービス計画の定期的な見直しを行った。また、随時の要望等

の聴取、利用者全体会、食事懇談会、意見箱等による要望等の把握と対応を行っ



 

た。老人福祉３施設間の交流クラブ活動として、陶芸クラブ、大正琴クラブ及

び和太鼓クラブを実施するとともに、新たにスポーツ吹き矢クラブを開始した。 

介護保険事業においては、虐待未然防止の徹底、サービスマナーの向上、リ

スクマネジメントの徹底、転倒予防のための見守りカメラの活用、看取り介護

の推進と医療連携ケアの向上、適切なケアマネジメントの提供、口腔機能維持・

経口摂取維持の推進等多角的な取組みにより、個々の利用者に適切なサービス

を提供した。 

病院事業においては、アクシデント及びインシデントへの的確な対応による

医療安全、感染対策向上加算の取得等による感染症対策の強化、防災訓練等の

防災対策の徹底等により、安全管理を的確に推進した。 

また、利用者・患者等からのサービスに係る苦情については、各々事業部門

の苦情解決責任者が迅速かつ適切な対応に努めた。 

（3） 感染症予防対策の徹底 

新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等の感染症が断続的に発生して

いることから、以下のような感染予防対策に継続的に取り組んだ。 

ア 利用者及び役職員への新型コロナウイルス感染症及びインフルエンザに係

るワクチン予防接種の協力促進  

イ 手洗い、手指消毒、マスク着用等基本的な感染症対策の協力促進 

ウ 病院及び施設の感染症発生時における家族等の面会の一部制限  

（4） かかりつけ病院機能の充実 

医療連携室の強化による当院の地域での役割の向上、退院調整部門による訪

問事業の案内、健診との連携等による対応の強化を図った。 

（5） 在宅高齢者等へのサービス提供の推進 

地域包括支援センターによる総合相談、介護予防・生活支援サービスの提供、

地域ケア会議等地域包括ケアシステム推進の取組み、居宅介護支援、訪問介護、

シルバーピア等における生活援助員（LSA）等において、体制の強化や業務改善

等を図り、サービス提供量の増加に努めた。 

病院においては、訪問診療、訪問看護及び訪問リハビリテーションの提供体

制の強化等により、サービス提供件数が増加した。 

 



 

３ 専門職の連携を活かした職場づくり 

（1） 事業部門相互での情報共有化の推進 

老人福祉事業や介護保険事業においては、各種連絡会議等を通じてサービス

の標準化に努めた。また、特別養護老人ホームと病院においては、病院・施設

連絡会議を定期的に開催するとともに、両者の協働による「看取り介護」の推

進や「医療連携ケア」の向上に努めた。 

（2） 法人の特長を活かした人材確保の実施 

   優れた人材の確保と勤労意欲の向上を目的として行う登用試験（契約職員等

の正規職員採用）については、従前の年２回の定期試験に替えて、所属長の推

薦等を踏まえて必要の都度行う仕組みに改正した。 

（3） 働き方改革への的確な対応 

   働きやすい職場づくり等のため、労働時間の考え方（指揮命令下にある時間

等）や新入職員への適切な教育・研修、職員毎の業務量の偏りの改善、年次有

給休暇・振替休日の適切な取得、超過勤務の縮減、ハラスメント防止研修の確

実な受講等について、幹部連絡会議等を通じ周知徹底を図った。  

（4） 実習生の受入れ促進及び研修制度の充実 

大学、専門学校等から依頼された実習生の受入れについては、浴風園におい

て 5 名、３特養・グループホーム・在宅サービスセンターにおいて 387 名、病

院において 36 名を受け入れ、それぞれの職種に応じた実習等による指導を行っ

た。 

職員の研修については、全職種を対象とした職種横断階層別「悉皆研修」（ス

テップ 1～5）を全課程実施した。また、各専門職が学習機会の確保のために企

画する研修について、WEB 研修の環境を整備し、職員の自由時間を活用した学

習の機会を提供した。さらに、全職員を対象とする全体研修として、専門講師

を招聘し、「高齢者虐待防止研修（148 名受講）」及び「ハラスメント防止研修

（144 名受講）」を実施した。また、各施設や病院においても、それぞれ職員に

対する内部研修の実施や外部研修への職員の参加等に取り組んだ。  

 

４ 地域との協働と社会貢献 

  地域貢献活動については、浴風会の各事業部門の経験や資源を活かし、地域と



 

のネットワークなどを通じて、様々な行事やイベントを実施しており、コロナ禍

の影響により自粛してきた活動も徐々に再開している。  

  具体的な事業としては、地域住民を対象としたミニ講座「よくふう学ぼう会」、

コミュニティホールの地域開放、地元小中学校の福祉教育への講師派遣や花壇づ

くりの交流等多様な取組みを実施した。10 月に実施した「浴風会つながるフェ

スタ」においては、全施設の職員の参加、浴風会全体の開放により、100 周年記

念フォーラムや趣向を凝らしたプログラムを実施し、例年を上回る延べ約 1,350

人の地域の方々が来場した。 


